大分県消防団員・女性消防吏員確保対策事業実施要領
平成１８年　４月　３日

平成２３年　８月１９日改正
平成２６年　４月　１日改正

平成３０年　４月　１日改正
令和　２年　４月　１日改正

第１　　趣旨

　この要領は、大分県消防団員・女性消防吏員確保対策事業費補助金交付要綱（以下「要綱」という。）に規定するもののほか、大分県消防団員・女性消防吏員確保対策事業（以下「事業」という。）の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。

第２　　目的

　初期消火活動、大規模災害等における地域防災体制における消防団活動の重要性にかんがみ、すべての災害及び訓練等に参加する消防団員（以下「基本団員」という。）の確保が困難な地域において、昼間等における消防力の確保及び女性消防団員の採用を促進するため、消防団の活動環境を整備し、県民が消防団に参加しやすい環境作りを促進し、市町村が機能別消防団員及び女性消防団員を採用する事業を支援する。
　また、現在のみならず、将来にわたって消防力を確保していくため、将来の消防力を担う世代や現在消防活動に携わっていない層に向けて市町村が実施する啓発事業を支援する。
　さらに、人口減少社会を迎え、防災力の低下が懸念される中、非常備消防である消防団のみならず、常備消防である消防局・本部の機能についても維持・強化していくことが不可欠であり、そのためには女性の登用・活躍推進が必要であることから、女性消防吏員の採用に向けて消防局・本部が実施する事業を支援する。

第３　　事業の内容

　要綱別表に掲げる補助対象事業の内容は次のとおりとする。

　　１．機能別消防団員加入促進事業
　　　　市町村が、特定の活動、役割のみを担う消防団員（以下「機能別団員」という。）制度、又は特定の活動、役割のみを担う分団（以下「機能別分団」という。）制度を活用し、機能別団員を採用する事業。
なお、特定の活動、役割については、各消防団で設定できる。

　２．女性消防団員加入促進事業
　　　市町村が女性消防団員を採用する事業。なお、女性消防団員及び女性消防団員による分団（以下「女性消防分団」という。）の活動、役割については、各消防団で設定できる。
３．消防団PR事業
　　市町村が将来の消防力を担う世代や現在消防活動に携わっていない層に向けて、消防団活動への理解を深めること等を目的として実施する講座、ワークショップ等の啓発事業。

４．女性消防吏員確保支援事業
　　消防局・本部が女性消防吏員の採用に向けて、就職説明会等に参加する事業及び就職希望者等に向けて実施する講座、ワークショップ等の啓発事業。
第４　　事業主体

　　市町村（一部事務組合を含む）
第５　　補助対象経費及び補助金額
（1） 要綱別表に掲げる補助対象経費は、次のとおりとする。
①機能別消防団員加入促進事業
	項目
	経費の内容

	需用費
	活動服、アポロキャップ、防火服、防寒衣、レインコート、安全帽、防塵マスク、消防長靴、その他知事が必要と認めるもの


　　　②女性消防団員加入促進事業

	　　項目
	経費の内容

	需用費
	活動服、アポロキャップ、防火服、防寒衣、レインコート、安全帽、防塵マスク、消防長靴、その他知事が必要と認めるもの


③消防団PR事業
	項目
	経費の内容

	使用料及賃借料
	会場使用料

	報償費
	講師謝金（地域消防アドバイザーが実施する出前講座を除く）

	旅費
	講師旅費（地域消防アドバイザーが実施する出前講座を除く）

	需用費
	配付資料等物品購入費、チラシ等資料印刷代、参加者飲料代、その他知事が必要と認めるもの


　　　　④女性消防吏員確保支援事業
	項目
	経費の内容

	負担金
	就職説明会等のブース出展料

	使用料及び賃借料
	会場使用料

	報償費
	講師謝金

	旅費
	講師旅費

	需用費
	配付資料等物品購入費、チラシ等資料印刷代、参加者飲料代、その他知事が必要と認めるもの


（注）以下の経費については、補助対象外とする。
他の補助事業等で補助を受ける事業
（2） 補助金額  
1 機能別消防団員及び女性消防団員１名の採用につき、５０千円を限度とする。
②　消防団PR事業として実施する講座、ワークショップ等１回の開催につき、５０千円
を限度とする。
③　女性消防吏員確保支援事業として参加する就職説明会等1回の参加につき５０
千円を限度とする。
④　女性消防吏員確保支援事業として実施する講座、ワークショップ等1回の開催に
つき、５０千円を限度とする。

第６　　助成措置

県は、予算の範囲内において、要綱により補助するものとする。ただし、補助金の適正な交付等を行うために、選定した事業に修正を加え、または条件を付すことがある。
第７　　導入計画等
　事業主体は、事業を実施し、大分県消防団員・女性消防吏員確保対策事業費補助金を
要望しようとするときは、次のとおり導入計画等を提出するものとする。

（１）機能別団員・女性消防団員導入計画（様式第１号）及び機能別団員・女性消防団員導入計画台帳（様式第２号）の提出
事業主体は、機能別団員・女性消防団員導入計画（様式第１号）及び機能別団員・女性消防団員導入計画台帳（様式第２号）を作成し、知事が別に定める期日までに提出するものとする。

（２）機能別分団・女性消防分団導入計画（様式第３号）及び機能別分団・女性消防分団導入計画台帳（様式第４号）の提出

事業主体は、機能別分団・女性消防分団導入計画（様式第３号）及び機能別分団・女性消防分団導入計画台帳（様式第４号）を作成し、知事が別に定める期日までに提出するものとする。
（３）機能別団員（分団）・女性消防団員（分団）導入計画の変更及び承認
事業主体は、機能別消防団員（分団）・女性消防団員（分団）導入計画について、次に掲げる事項に変更が生じたときは、当該変更計画（様式第５号）を作成し、知事に提出し、その承認を得るものとする。

①共通事項
ア　機能別団員・女性消防団員加入促進事業から機能別分団・女性消防分団設置促進事業への変更
イ　機能別団員・女性消防団員の任命時期の変更

ウ　機能別団員・女性消防団員の任命数の変更

エ 機能別団員・女性消防団員の処遇の内容の変更

オ　要綱第４条第1項第1号の規定による変更

②機能別消防団員・女性消防団員加入促進事業

機能別団員・女性消防団員の所属分団の変更

③機能別分団・女性消防分団設置促進事業

事業所の変更（事業所分団を設置する場合に限る。）
　　（４）消防団ＰＲ事業実施計画（様式第６号）の提出
　　　　事業主体は、消防団ＰＲ事業実施計画（様式第６号）を作成し、知事が定める期日まで
に提出するものとする。
　　（５）消防団PR事業変更計画（様式第７号）の提出
事業主体は、消防団ＰＲ事業実施計画について、要綱第４条第1項第1号の規定による変更が生じたときは、当該変更計画（様式第７号）を作成し、知事に提出し、その承認を得るものとする。
（６）女性消防吏員確保事業実施計画（様式第８号）の提出
　　　　事業主体は、女性消防吏員確保事業実施計画（様式第８号）を作成し、知事が定める
期日までに提出するものとする。
（７）女性消防吏員確保事業変更計画（様式第９号）の提出
事業主体は、女性消防吏員確保事業実施計画について、要綱第４条第1項第1号の規定による変更が生じたときは、当該変更計画（様式第９号）を作成し、知事に提出し、その承認を得るものとする。
第８　　事業の実施

事業主体は、事業の実施にあたっては、事前にマスコミ、地域住民等に情報提供を行うなどにより、自分たちの地域は自分たちで守る意識の醸成に努めるものとする。

第９　　事業実施の報告等

　県は、必要に応じて、事業主体に対し、事業の遂行状況、実施後の効果等の報告を求めることができる。
　なお、消防団ＰＲ事業及び女性消防吏員確保支援事業を実施した場合、事業主体は参加者からの意見を徴収し、県に報告するものとする。

第１０　情報提供

県は、必要に応じて、事業主体に対し、事業の実施等について、情報提供を行うものとする。

第１１　その他

この要領に定めるもののほか、この事業の必要な事項は、別に定める。

　　　　　　附　則
この要領は、平成１８年度事業から適用する。

　　　　　　附　則
この要領は、平成２３年度事業から適用する。

附　則
この要領は、平成２６年度事業から適用する。

附　則
この要領は、平成３０年度事業から適用する。
附　則
この要領は、令和２年度事業から適用する。
